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取引所為替証拠金取引（くりっく365）約款 

 

  お客様と株式会社東京金融取引所（以下「取引所」といいます。）との間における取

引所為替証拠金取引（くりっく365）（以下「本取引」といいます。）に関する契約は、

この取引所為替証拠金取引（くりっく365）約款（以下「本約款」といいます。）、本

取引の「取引所為替証拠金取引説明書（くりっく365）」（以下「取引説明書」といい

ます。）及び「Yutaka24（くりっく365）取引ガイド」（以下「ガイド」といいます。）

の定めるところによるものとします。 

お客様は、取引所が開設する取引所為替証拠金取引市場（以下「原市場」といいます。）

において、その取次業者（取引参加者）である豊トラスティ証券株式会社（以下「当社」

といいます。）を代理人として指名し、本取引を行うにあたり、金融商品取引法その他

の法令及び諸規則を遵守し、本約款、取引説明書及びガイドに定める事項を理解した上

で、自らの判断と責任において本取引を行うものとします。 

 

第１条 取引内容の確認と自己責任 

１．お客様は、当社から受領した本約款、ガイド及び重要事項説明書並びに「電子取引

に関する約款（くりっく365）」（以下「電子取引約款」といいます。）、取引説

明書及び取引所の定める受託契約準則、その他の諸規程に基づく本取引の内容及び

仕組み並びにインターネットによる取引方法を理解した上で、自己の判断と責任に

おいて本取引を行うことに合意するものとします。 

２．お客様は、取引説明書、ガイド及び重要事項説明書記載のレバレッジ、為替及びス

ワップポイント等本取引に係るリスクを全て理解した上で取引を行うものとしま

す。 

３．お客様と取引所との取引は原則インターネット（携帯端末による取引を含みます。）

を通じて行われることとし、お客様によるインターネット又はシステムの利用につ

いては、電子取引約款によるものとします。 

 

第２条 定義 

   本約款において「本取引」とは、お客様が本約款に基づいて証拠金を預託し、原市場

においてあらかじめ外国為替の取引価格を対象として約定した数値と、将来の時点にお

ける当該外国為替の取引価格との差（新規取引時点と決済取引時点の取引価格との差）

に基づいて算出される金銭の授受を約する取引をいうものとします。 

 

第３条 取引口座の開設 

１．お客様が本取引を行うためには、当社所定のYutaka24口座開設書面一式に必要事

項を記入し、届出印を押印の上、本人確認書類又はその写しを添え、当社に提出す
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るものとします。 

２．当社は、お客様の理解度及び取引適合性等の審査を行った上で、取引口座開設の可

否を判断するものとします。当社は、審査に際して、情報調査機関等の第三者に取

引口座開設審査に必要なお客様情報を確認することができるものとします。当社

は、申込書類を提出されたお客様を、情報調査機関等の第三者に取引口座開設審査

に必要なお客様の情報を問い合わせることにご同意いただいたものとして取り扱

うものとします。なお、当社は、取引口座開設審査の結果、口座開設が認められな

い場合であっても、その理由は開示しないものとします。 

３．本契約は、当社が取引口座開設の審査後に承認し、所定の手続きが完了したときに

成立するものとします。 

 

第４条 お客様からの事前届出 

１．本取引を希望するお客様は、書面にて以下に掲げる事項を事前に当社に届け出るも

のとします。ただし、電磁的方法による届出も当社が認めた場合には受け付けるも

のとします。 

（１）氏名又は商号（名称を含みます。以下同じ） 

（２）住所又は事務所の所在地 

（３）お取引の際に使用する届出印 

（４）別途指定した場合の書類送付先住所 

（５）取引証拠金の返還金送金先金融機関 

（６）当社が連絡する際の登録電話番号 

（７）お取引の際に使用するメールアドレス 

（８）その他当社が必要と認めた届出事項 

２．お客様は、前項第１号から第8号までに規定する届出事項に変更があったときには、

遅滞なくその旨を当社に書面にて届け出るものとします。ただし、電磁的方法によ

る届出も当社が認めた場合には受け付けるものとします。 

 

第５条 証拠金の預託 

１．お客様は、本取引を開始するにあたり、取引により生じるお客様の一切の債務を担

保するため、当社の指定する銀行口座に証拠金を入金するものとします。なお、初

回入金額は、当社が別途定める最低額以上で証拠金預託限度額（以下「取引限度額」

といいます。）以下とします。 

２．当社は、証拠金の入金を確認後、当該金員をお客様の証拠金として取引所に預託す

るものとします。また、お客様の証拠金は当社又は取引所の自己資金とは区分して

保管されます。 

３．第１項の証拠金の額（以下「証拠金預託額」といいます。）は、当社が別途定める
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金額にお客様が取引を希望する枚数を乗じた金額（以下「維持証拠金額」といいま

す。）以上とし、お客様はその額を取引開始までに円貨にて入金するものとします。 

４．当社は、相場の変動等に伴い取引証拠金額の変更が必要と判断した場合にはこれを

変更できるものとし、お客様が既に保有している建玉についてもその変更後の取引

証拠金額を適用するものとします。 

５．当社は、お客様の収入及び資産状況等を勘案した上で、別途お客様の取引限度額を

設定するものとし、お客様からの当該取引限度額を超えての入金（ネット金額：お

客様からの差引入金額ベース）は、受け入れないものとします。ただし、追加証拠

金に対応するための入金に関しては、この限りではありません。 

６．当社は、お客様の取引限度額を超えての新規建玉の売買注文は受け付けないものと

します。 

７．取引限度額の増額を希望するお客様は、当社所定の手続きに従い、取引限度額拡大

申請書に必要事項を記入し、届出印を押印の上、当社による審査を受けるものとし

ます。 

 

第６条 追加証拠金の預託の時期及び不納による建玉の処分（追加証拠金制度） 

１．お客様は、毎取引日の取引終了後の値洗い処理により確定した証拠金の額（以下「有

効証拠金額」といいます。）を維持証拠金額以上に維持するものとします。 

２．値洗い処理により算出した有効証拠金額が維持証拠金額を下回った場合には、当社

はその差額を「証拠金不足額」（以下「不足額」といいます。）として、お客様に

請求するものとします。ただし、取引所の取引再開日が国内の金融機関の休業日に

あたる場合には、その取引終了後の新たな値洗い処理によって算出し直した上で、

当社は必要に応じて新たに不足額の請求を行うものとします。 

３．前項の規定により、取引終了後、当社はお客様に不足額の請求を行い、取引再開日

の日本時間１７時３０分までにお客様からの不足額以上の入金、又は維持証拠金額

を満たすまでの建玉の調整が行われたことを当社にて確認できない場合には、当社

は、お客様が保有する建玉の全部をお客様の計算において反対売買により任意に処

分できるものとします。ただし、取引所の取引再開日が国内の金融機関の休業日に

あたる場合には、当社は、当該建玉の処分を行わないものとします。また、取引時

間の短縮等の変更が生じた場合には、当社は当該建玉処分の時間を取引再開日の日

本時間１２時３０分に変更を行うことができるものとします。 

４．第１項に定める有効証拠金額とは、お客様が本取引口座に預託した証拠金預託額（受

渡しが完了している手数料含む）、評価損益額、スワップ累計額及び受渡予定額（受

渡日が到来していない手数料含む）の合計金額から出金依頼額を差し引いた金額を

いいます。なお、手数料は新規・決済ともに約定ごとに差し引かれます。 
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第７条 証拠金の預託の方法 

お客様による当社への証拠金の預託は、当社指定の銀行口座への電信振込によるもの

とします。なお、お客様が当社の取引所株価指数証拠金取引口座を開設している場合又

はその他当社が振替を承認した場合には、振替による預託ができるものとします。 

 

第８条 預託証拠金の返還 

 当社は、次に定めるお客様の出金可能額がプラスの場合において、お客様から出金可

能額の全部又は一部の返還請求を手続き上支障なく受けたときには、当該請求を受けた

日から起算して２営業日以内（国内の金融機関の休業日を除きます。）に当該請求に係

る額をあらかじめお客様よりご指定いただいている金融機関口座への送金により返還

します。なお、営業日とは国内の金融機関の営業日とします。 

  出金可能額：①証拠金預託額 

  ②証拠金預託額＋［評価損益額＋スワップ累計額］（マイナス(含み損)

の場合のみ）＋受渡予定額－出金依頼額－維持証拠金額－総必要証拠

金額（発注に必要な証拠金額） 

＊①、②のいずれか金額の少ない方の金額を出金可能額とします。 

 

第９条 売買注文 

 お客様が売買注文を発注するときは、電子取引約款に則り、その都度次に掲げる事項

について、お客様ご自身の端末操作により発注するものとします。 

（１）通貨ペア（銘柄）の種類 

（２）売り又は買いの区別 

（３）新規又は決済の区別 

（４）数量 

（５）注文の種類 

（６）指値又は成行の区別 

（７）その他お客様の指示によることとされている事項 

 

第１０条 為替レート 

本取引に係る為替レートは、取引所の提示する為替レートによるものとします。 

 

第１１条 評価損益計算 

 当社は、本取引に係るお客様の建玉に対し、取引所が定める時刻に取引所が提示する

清算価格を用いて評価損益計算を行うものとします。この評価損益計算は、お客様の取

引口座において日々行われます。 
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第１２条 スワップポイント 

 本取引では、通貨間の金利格差に対してスワップポイントが定められています。お客

様の通貨ペア（銘柄）の建玉によって、スワップポイントの受払いが発生します。スワ

ップポイントは、市場の需給関係、金利変動や金融情勢の変化等により日々変動し、受

取りから支払いに転じることがあります。スワップポイントは取引所が発表するものと

し、当社は、その受払いをお客様の取引口座において日々計算するものとします。 

 

第１３条 日々の計算及び金銭の授受 

１．当社は、第11条に規定する評価損益、第12条に規定するスワップポイント及び第1

6条に規定する諸経費を、取引所の定めるところによりお客様の取引口座において

日々計算するものとします。 

２. お客様との全ての金銭の授受は、お客様の取引口座において管理されるものとしま

す。 

 

第１４条 差金決済 

１．お客様は、本取引に係る建玉について、反対売買により差金決済を行うものとしま

す。 

２．お客様が前項の差金決済を行ったときは、当社は、差金決済で生じた金額をお客様

の取引口座において清算するものとします。 

 

第１５条 ロスカット制度 

１．当社は、本取引に係るお客様の建玉に対する有効証拠金額がお客様の維持証拠金額

の50％を下回った場合には、お客様に通知することなく、自動的に取引時間内の建

玉の全部をお客様の計算において反対売買により決済を行うものとします。なお、

ロスカット発動時に取引時間外等の事由により建玉が残った場合には、取引再開時

以降の価格で当該建玉についてのロスカットによる反対売買を順次行うものとし

ます。 

２．前項の規定により、ロスカットが発動されてから全ての建玉の決済が完了するまで

の間は、お客様からの注文を一切受け付けないものとします。 

 

第１６条 諸経費 

 お客様は、当社が別途定める売買手数料及びその他の諸費用（消費税等）を支払うも

のとし、当該売買手数料及びその他の諸費用（消費税等）のお客様の取引口座からのお

支払いについて、あらかじめ承諾したものとします。 

 

第１７条 成立及び月次ごとの通知等 
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１．当社は、取引が成立したときには、次に掲げる事項について遅滞なくお客様に成立

の通知をするものとします。 

 （１）通貨ペア（銘柄）の種類 

 （２）売り又は買いの区別 

 （３）数量 

 （４）成立した取引の約定値段 

 （５）手数料 

 （６）その他法令諸規則により義務付けられた必要事項 

２．当社は、お客様が建玉を決済したときには、次に掲げる事項について遅滞なくお客

様に成立の通知をするものとします。 

 （１）通貨ペア（銘柄）の種類 

  （２）売り又は買いの区別 

  （３）数量 

  （４）成立した取引の約定値段 

 （５）手数料 

 （６）差引損益 

 （７）その他法令諸規則により義務付けられた必要事項 

３．当社は、月次ごとに次に掲げる事項について遅滞なくお客様に報告をするものとしま

す。 

 （１）月末日時点の口座状況 

 （２）月内に約定した取引明細 

 （３）月末日時点の建玉明細 

（４）月内に受渡しのあった証拠金の入出金明細（入金、出金、為替差損益、スワ

ップポイント、委託手数料等を含みます。） 

（５）その他法令諸規則により義務付けられた必要事項 

４．本条第１項から第３項までに定める通知又は報告は、原則として電磁的方法による

ものとします。 

 

第１８条 公租公課 

 お客様は、本取引に係る公租公課を支払うものとします。 

 

第１９条 相殺 

１．期限の到来、期限の利益喪失その他の事由によりお客様が当社に対する債務を履行

すべき場合には、当社は、当該債務と本取引及び建玉に係るお客様の当社に対する

債権その他一切の債権とを、その債権・債務の期限の到来いかんにかかわらず、お

客様に通知することなくいつでも相殺することができるものとします。 



7 

 

２．前項に定める相殺を行う場合の債権・債務の利息及び損害金等の計算については、

その期間を計算実行の日までとし、適用利率は当社が定める利率によるものとしま

す。 

 

第２０条 取引証拠金等による債務の弁済 

１．お客様が当社に預託している取引証拠金は、本取引によって生ずる当該取引に係る

お客様の当社に対するすべての債務に対する共通の担保とします。また、当社取扱

いの他の商品を取引することにより発生した債務についても同様とします。 

２．当社は、本取引に係るお客様の債務につきお客様からその弁済を受けるまでは、預

託されている取引証拠金を担保として留保することができるものとします。 

３．預託されている取引証拠金のうち、前項の規定により留保された当該留保額につい

ては、維持証拠金額の計算においては預託されている取引証拠金とみなさないもの

とします。 

４．取引の結果生じた損金をお客様が当社に預託している取引証拠金で相殺しても不足

となる場合には、お客様は、取引決済日までに当社に不足額を入金するものとしま

す。 

５．お客様が前項の規定による不足額の入金をしない場合には、当社は法的措置を講ず

ることがあります。 

 

第２１条 期限の利益の喪失 

１．お客様について以下の各号の事由のいずれかが生じた場合には、お客様は、当社か

ら通知又は催告等がなくても、当社に対する債務について当然期限の利益を失い、

直ちに債務を弁済するものとします。 

（１）支払いの停止又は破産、会社更生手続き開始、会社整理開始、民事再生手続

き開始若しくは特別清算開始の申立てをしたとき又は申立てを受けたとき 

（２）お客様が手形交換所の取引停止処分を受けたとき 

 （３）お客様の当社に対する本取引若しくは建玉に係る債権又はその他の債権につ

いて仮差押又は差押の命令又は通知が発送されたとき 

 （４）お客様の当社に対する本取引若しくは建玉に係る債務について差し入れてい

る担保の目的物について差押又は競売手続きの開始があったとき 

（５）外国の法令に基づき、前各号のいずれかに相当し又はこれらに類する事由が

生じたとき 

 （６）住所変更の届出を怠るなどお客様の責めに帰すべき事由によって、当社にお

客様の所在が不明となったとき 

（７）お客様が死亡し又は意思能力を失ってその回復の見込みがないと当社が認め

たとき 
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２．お客様について以下の各号の事由のいずれかが生じた場合には、お客様は、当社の

請求によって本取引及び建玉に係る債務について期限の利益を失い、直ちに債務を

弁済するものとします。 

（１）お客様の当社に対する本取引及び建玉に係る債務又はその他の債務について

一部でも履行を遅延したとき 

（２）お客様の当社に対する債務（ただし、本取引及び建玉に係る債務を除きます。）

に関して差し入れている担保目的物について差押又は競売手続きの開始（外

国の法令に基づくこれらのいずれかに相当し又はこれらに類する事由が生

じた場合を含みます。）があったとき 

 （３）お客様が本約款の規定に違反したとき 

 （４）前各号のほか債権の保全を必要とする相当の事由が生じたとき 

 

第２２条 決済条件の変更 

 お客様は、天変地異、経済事情の激変その他やむをえない事由によって決済期日の変

更や決済条件の変更が必要になった場合には、当社及び原市場における取引上の措置に

従うものとします。 

 

第２３条 預託金銭の利息 

 お客様が取引所に預託している取引証拠金には、金利は付さないものとします。 

 

第２４条 取引時間 

 本取引は、取引所が別に定める取引時間内に行われるものとします。 

 

第２５条 通知の効力 

 お客様が当社に届け出た住所、所在地又はメールアドレスに、当社によりなされた本

取引に関する通知又は報告（電子データを含みます。）が、お客様の転居、不在その他

当社の責めに帰すことができない事由により延着し又は到達しなかった場合において

は、通常到達すべき時に到達したものとみなします。 

 

第２６条 登録情報又は取引内容の確認 

１．当社は、以下の各号に該当するお客様に対して、面談や電話による取引意思及び理解

度の確認、又は追加の書類提出を求めることができるものとします。 

（１）年齢が満75歳以上となった場合（年齢が満75歳以上となった日から毎年一回以

上） 

（２）一定期間以上、取引画面へのログインの形跡が無い場合 

（３）登録情報又は取引内容から当社が必要と認めた場合 
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２．前項のお客様への確認手続き又は提出書類の内容において、当社が取引の継続が不

適格と判断した場合、取引の制限又は取引口座の解約ができるものとします。なお、

当社が求めたのにも関わらず、確認手続きや書類提出がなされない場合において

も、当社は同様の対応ができるものとします。 

 

第２７条 免責事項 

１．当社は、以下の各号に定める損害については免責されるものとします。 

（１）第6条又は第15条の反対売買による建玉の処分により生じた損害 

（２）天変地異、政変、ストライキ、市場動向の急変又は原市場の閉鎖等不可抗力

と認められる事由により本取引の執行、金銭の授受若しくは預託の手続き等

が遅延し又は不能となったことにより生じた損害 

（３）原市場の閉鎖又は規則の変更等の事由又はその他やむを得ない事由によりお

客様の本取引に係る注文に当社又は取引所が応ずることができないことに

より生じた損害 

（４）電話等の通信回線の断線、インターネット回線の遅延、又は郵便の誤謬、遅

延等の当社の責めに帰すことのできない事由により生じた損害 

（５）注文の発注等をお客様ご自身が実施したか否かにかかわらず、入力されたロ

グインＩＤ及びログインパスワードが、あらかじめ当社に登録されているも

のと一致することを当社が確認した上で行われた取引により生じた損害 

（６）所定の書類に使用された印影又は署名と届出の印鑑又は署名とが相違ないも

のと当社が認めて金銭の授受、その他の処理が行われたことにより生じた損

害 

（７）コンピュータウィルスや、第三者による通信妨害、侵入若しくは情報改変又

は業務の遅延等による、本取引で提供する約定結果、取引情報又はその他の

情報の伝達遅延、誤謬又は欠陥により生じた損害 

（８）通信速度の低下又は通信回線の混雑を理由として、取引注文が受託されなか

った場合に生じた損害 

（９）電力会社の送電停止若しくは送電不安定によるシステム若しくは通信機器の

障害又は誤作動等により生じた損害 

（１０）お客様のコンピュータのハードウェア、ソフトウェアの故障や誤作動、当社

の故意若しくは重大な過失によらない当社のコンピュータシステム、ソフト

ウェアの故障や誤作動、又は市場関係者や第三者が提供するシステム、オン

ライン、ソフトウェアの故障や誤作動等取引に関係する一切のコンピュータ

のハードウェア、ソフトウェア、システム又はオンラインの故障や誤作動に

より生じた損害 

（１１）市場価格の非提示等により、反対売買若しくは転売又は買戻しによる決済が
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できずに生じた損害 

（１２）その他当社の責めに帰すことができない事由により生じた損害 

２．前項各号に掲げる事由により生じた損害は、お客様が取引の注文又は執行が希望通

りに行えなかった場合でも、お客様の負担とします。 

 

第２８条 解約 

１．お客様が、以下の各号に該当し又は第21条第1項各号若しくは第2項各号に掲げる事

項に該当したときは、本契約は当社の通告により解除されるものとします。 

  （１）お客様が当社に対し本契約の解除の申し入れをしたとき 

（２）お客様の取引が、他人名義又は架空名義で開設されていたことが明らかにな

った場合など、お客様が取引口座開設時に虚偽の申告をしたことが判明した

とき 

（３）お客様が本約款の条項に違反したとき 

（４）お客様が、当社が行った本約款の変更に対して、事前又は事後に異議を申し

出たとき 

  （５）お客様が暴力団員、暴力団関係企業、いわゆる総会屋等の反社会的勢力に該

当すると認められ、当社が本契約の解除を申し出たとき 

（６）お客様が暴力的な要求行為を行い又は不当な要求行為を行ったとき 

  （７）お客様が口座開設申込時にした確約に関して虚偽の申告をしたと認められた

とき 

  （８）電子取引約款第2条第3項に該当したとき 

  （９）その他やむを得ない事由により、当社が取引を継続することが不適切である

と認めたとき 

２．前項に基づき本契約が解約された場合において、お客様の建玉が残存しておりかつ

お客様の当社に対する債務が残存しているときは、当社は、残存する建玉を反対売

買等により決済した上で、第20条に定めるところに従い処理するものとします。 

３．第1項による解約又は前項による処理において費用が発生したときは、お客様がこ

れを負担するものとします。 

４. お客様の取引口座に建玉及び証拠金預託額がない状態が1年以上継続した場合は休

眠扱いとし、その後、本取引を再開する際には、原則として本契約の取引口座開設

時と同等の所定の手続きを必要とするものとします。 

 

第２９条 債権譲渡等の禁止 

お客様の本取引又は建玉に係る債権は、これを他に譲渡し、質権を設定しその他処分

をすることはできないものとします。 
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第３０条 協議事項 

 本約款の条項又は取引内容について疑義が生じたときには、お客様と当社は誠意をも

って協議するものとします。 

 

第３１条 約款の変更と承認 

１．監督官庁の指示又は法令若しくは取引慣行の変更又は市場情勢の変化、当社の取引

業務におけるサービスの変更など、当社が本約款の変更が必要と認めたときは、当

社は、お客様に事前に告知することなく本約款を変更できるものとします。 

２．本約款が変更された場合には、当社は、お客様にその変更事項を当社ホームページ

等において公表するものとします。 

 

第３２条 合意管轄 

 お客様は、当社との本約款に基づく本取引等に関する訴訟について、当社本店の所在

地を所轄とする裁判所を管轄裁判所とすることに同意するものとします。 

 

 

付則 １．本約款は、平成18年3月27日より実施とする。 

２．本約款は、平成19年9月30日より一部を改正し実施する。 

３．本約款は、平成19年11月30日より第６条及び第26条の一部を改正し実施する。

４．本約款は、平成20年1月28日より一部を改正し実施する。 

５．本約款は、平成20年10月27日より一部を改正し実施する。 

６．本約款は、平成21年6月28日より一部を改正し実施する。 

７．本約款は、平成23年8月1日より一部を改正し実施する。 

８．本約款は、平成25年6月1日より一部を改正し実施する。 

９．本約款は、平成26年3月30日より一部を改正し実施する。 

  １０. 本約款は、2020年11月1日より一部を改定し実施する。 

 １１. 本約款は、2021年1月25日より一部を改定し実施する。 

 １２. 本約款は、2022年12月12日より一部を改定し実施する。 

１３．本約款は、2023年9月11日より一部を改定し実施する。 

１４．本約款は、2024年4月1日より一部を改定し実施する。 



ページ

P1 冒頭～第1条～第25条 冒頭～第1条～第25条

（変更なし） （省略）

P2 第26条　登録情報又は取引内容の確認

１．当社は、以下の各号に該当するお客様に対して、面談や電話によ
る取引意思及び理解度の確認、又は追加の書類提出を求めることがで
きるものとします。
（１）年齢が満75歳以上となった場合（年齢が満75歳以上となった日
から毎年一回以上）
（２）一定期間以上、取引画面へのログインの形跡が無い場合
（３）登録情報又は取引内容から当社が必要と認めた場合
２．前項のお客様への確認手続き又は提出書類の内容において、当社
が取引の継続が不適格と判断した場合、取引の制限又は取引口座の解
約ができるものとします。なお、当社が求めたのにも関わらず、確認
手続きや書類提出がなされない場合においても、当社は同様の対応が
できるものとします。

P2 第27条　免責事項 第26条　免責事項

（変更なし） （省略）

P2 第28条　解約 第27条　解約

（変更なし） （省略）

P2 第29条　債権譲渡等の禁止 第28条　債権譲渡等の禁止

（変更なし） （省略）

P2 第30条　協議事項 第29条　協議事項

（変更なし） （省略）

P2 第31条　約款の変更と承認 第30条　約款の変更と承認

（変更なし） （省略）

P2 第32条　合意管轄 第31条　合意管轄

（変更なし） （省略）

P5 付則 （変更なし） 付則 （省略）

１４．本約款は、2024年4月1日より一部を改定し実施する。 （追加）

以上

新 現行

取引所為替証拠金取引（くりっく365）約款　新旧対照表　（下線部：改訂箇所）

（追加）


